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－　事　例　演　習　(後半)－

第７問

　第5問の設例において、MGグループのMG日本への配分は、実際にはまず各社が為替業務を行うにあたって生じた各種費用の総額に10％を加えた額をそれぞれの法人に配分した上、取引に必要な資本を提供するとともに全体的なリスク管理を行っているMG社に対してその対価として残額の80％を配賦し、その残余部分を各法人の為替取引のトレーダーの人件費を利用して比例配分するという方法によってなされていたとする。この結果、MG日本に配分された利益の額は、第5問の設例と変わらず5億米ドルに止まっていたが、事実関係からしてMG日本をMG社のPEであるとして課税することは難しい状況にあるため、課税当局は、移転価格税制の適用によってMG日本への更正処分ができないかとの検討を行っている。

　この場合に、課税当局及びMG日本それぞれについて、その立場を支持するための議論を考えよ。なお、上記の80％という比率は、投資ファンドにおいて利益が生じた場合に、投資ファンド側に帰属するものとされる通常の利益率に等しい(逆に言えば、残り20％というのがファンドの投資先を選定したりする投資アドバイザーの通常の取り分)ものと仮定して議論を行うこと。

第８問

　Real Estate LP(以下｢本ファンド｣)は、Delaware州法に基づいて組成されたLimited Partnership型の不動産投資ファンドであり、不動産に投資することを目的としているが、投資家は、直接本ファンドに投資するのではなく、本ファンドに投資するTrust(信託のようなものと考えて下さい。以下｢本信託｣、本ファンドとあわせて｢本金融商品｣)に対して資金を拠出しその受益権を取得する形になっている(本信託が、本ファンドの有限責任持分を取得する。)。ベンチャー企業であるソフトシステム株式会社(以下｢ソフト社｣)のオーナーであるとともに日本有数の資産家である米草氏は、日ごろ取引のある証券会社から本信託への投資を持ちかけられた。

　また、当該証券会社は、上記とは別に東証1部上場企業であるX社にも本金融商品への投資を勧めている。

　本金融商品に関する説明書によれば、本金融商品には以下のような特徴及び税務上のメリットがあるとのことであった


①本ファンドによる不動産投資は、建物を購入するとともにその敷地を賃貸するという形で行われる。


②Delaware州法に基づいて組成されたLimited Partnershipには、(ア)設立に際し、その名称が登録される、(イ)Limited Partnershipの基礎となるLimited Partnership契約には、当該Limited Partnershipが訴訟を提起し又は提起された訴訟に応訴し、更に第三者に対する請求について提訴、示談又は和解を行うことができる旨定められており、こうした権限はDelaware州法上も認められる、(ウ)当該Limited Partnershipの事業及び業務は専ら当該Limited Partnershipの名称により行い、当該Limited Partnershipの資産についても当該名称のもとに保有すると定められている、といった性質がある。


③本信託の受益権は、ソフト社、米草氏やX社だけでなく、日本の投資家の複数に対して投資勧誘がなされていて、実際にもそうした投資家からの投資が予定されている。


④本金融商品に投資した場合、我が国の投資家は、本ファンドの行う投資対象に対して、割合的に直接投資した場合と同じような課税関係に置かれる可能性が高い。


⑤本信託自体には流動性はないが、本ファンドの有限責任持分自体は、相当の流動性が与えられ、証券会社によって継続的にその取引価格が公表される。

　上記について、以下の各点を検討せよ。

1.
なぜ、本ファンドの不動産投資は、建物を購入する一方その敷地については賃貸なのであろうか。その理由を検討せよ。

2.
米草氏は、ソフト社からの役員報酬と配当が所得の大部分を占めている。また、同氏は、ここ5年ないし10年程度は非常に高い収益性を維持できると考えているものの、その後については競争の激化などの要因により収益が低下する可能性が高い(とはいっても赤字になるということではない)と考えていたが、本ファンドは税務上の効果は別として投資として魅力的であると考えるに至り、米草氏本人かソフト社のいずれかによって本ファンドに投資することを決めた。仮に、上記④が正しかったとして、米草氏は米草氏本人かソフト社のいずれによって投資した方が税務上のメリットを得られるであろうか。

3.
あなたが国税局の税務調査担当者として、1.で議論した税務メリットを否定するための理論的な根拠を検討するよう指示を受けたとして、考えられる論拠としてはどのようなものが考えられるか。また、米草氏及びソフト社としての反論としてはどのようなものが考えられるか。

4.
本ファンドは2006年に設定後当初は非常に好調であったが、2007年に発生したリーマンショックを契機に状況が一転し、上記⑤で公表される価格は、日本の投資家が投資した時期の3割程度まで下落してしまっている。本金融商品に投資を行ったX社では、本金融商品に関して発生した損失を確定するという見地からその売却も視野には入れたが、財務担当者からの｢評価損を損金算入できるのでは｣という意見を入れて、2010年度末時点ではその保有の継続を決めた。かかる財務担当者の意見の当否を検討せよ。
第９問
　グラクソ事件(最判平成21年10月29日、民集63巻8号1881頁)及び双輝汽船事件(最判平成19年9月28日、民集61巻6号2486頁)を読んで、その問題点について検討せよ。(なお、これらの判決はTKCデータベースから入手可能なので入手頂きたい。)
第１０問

　米国法人で、世界各国のWindowsユーザーに専門的なPCアクセサリーを製造販売しているUS社は、これまで日本に設立したUS日本株式会社(以下｢US日本｣)に一旦商品を販売した上で、これをUS日本から日本の卸売り業者に販売するという業務形態を取っていたが、この程従来の方式は課税上不利であるとして販売形態を変更し、商品の売買自体はUS社が直接日本の卸売り業者との間で行い、US日本はその取りまとめや取り次ぎを行うこととした。米国の法人税負担＜日本の法人税負担ということを前提としてこうした業務形態の変更の理由を考えよ。なお、従来からUS日本は、自らが倉庫などを保有している訳ではなくこうしたものは賃借によって賄っており、販売形態を変更した後も、取りまとめは取り次ぎの一貫として倉庫からの商品の出入りなどの管理なども引き続き行うことになっている。
　ところで販売形態を変更したことでUS日本の利益の額が小さくなったとして、我が国の課税当局には何らかの対抗手段はないであろうか。検討せよ。

第１１問

　東証一部上場の通信事業会社であるK社は、米国の大手通信事業会社であるD社を友好的に買収することを検討している。K社は資本政策上の理由から買収の対価には現金ではなくK社自身の株式を用いたいと考え、米国に買収受皿会社を作り同社を通じてExchange Tender Offerを実施することによりD社を買収する計画を立てた。この計画を実行するうえにおいて、わが国の会社法上および税法上どのような問題があるか、またそれらの問題はどのような手法を用いることによって回避することができるかを検討せよ。
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